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序章 

序章では、研究背景、問題意識、研究目的、研究対象、研究方法を取り上げた。 

1. 研究背景 

中国の銀行業を取り巻く経営環境は従来に比べ、大きく変化している。銀行は預金の受
入れ、資金の貸付けと為替の取引という3つのフレームワークから構成されている伝統的
な銀行ビジネスモデルの見直しに迫られている。中国の銀行は、変化しつつある金融シス
テムの中で自行をどのように位置付けるべきかを検討しながら、競争力の強化を目指して、
顧客のニーズに沿った金融商品とサービスの開発、カスタマーエクスペリエンスの向上、
新環境に適応できる人材の育成と確保などの領域で積極的な取り組みを行っている。 

2. 問題意識 

中国進出外資系銀行が長期的に人材流出問題に直面している。2011年から外資系銀行の
総資産額の中国銀行業総資産額における割合が年々減少している。優秀な人材流出は外資
系銀行の業績低下を生じかねないと考えられる。また、中国進出日系企業における人的資
源管理に関する実証研究がかなり行われているが、中国進出日系銀行を対象とした研究は
極めて乏しいのである。業界が違えば、人材流出の要因も違うため、人材リテンション施
策を立てる際には、業界の特徴を考慮に入れるべきだと考えられる。そこで、本研究では、
中国進出外資系銀行における人材流出の原因、人材確保に寄与するエンゲージメントに注
目した。 

3. 研究目的 

研究は以下の3点を目的とする。（1）中国進出外資系銀行における人材流出の実相を吟
味した上で明らかにする。（2）中国進出外資系銀行における銀行員のエンゲージメントの
実態を把握し、改善すべき点を究明する。（3）中国進出外資系銀行におけるリテンション・
マネージメントに関してのさまざまな問題を把握することができるため、得られた結果が
中国進出外資系銀行における人材確保施策の改善のための一助となることも本研究の目
的の1つである。 

4. 研究対象 

本研究では、中国に進出した日系銀行の３行と欧米系銀行の４行を実証研究の対象とす
る。具体的には、日系の三菱UFJ銀行（中国）（以下「MUFG（中国）」という）、三井
住友銀行（中国）（以下「SMBC（中国）」という）、みずほ銀行（中国）（以下「みず
ほ（中国）」という）、欧米系のHSBC銀行（中国）（以下「HSBC（中国）」という）、
ハンセン銀行（中国）（以下「ハンセン（中国）」という）、シティバンク（中国）（以
下「Citi（中国）」という）、オーストラリア・ニュージーランド銀行（中国）（以下「ANZ
（中国）」という）である。これらの銀行は各自の母国の銀行業において巨大銀行で、自
国を代表する銀行である。 

また、銀行における職種は大きく分けると、「フロントオフィス」、「ミドルオフィス」、
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と「バックオフィス」という3種がある。各職種の業務がそれぞれ異なっている。そこで、
本研究はこの３つの職種における銀行員を調査対象として、職種別に検討する。 

5. 研究方法 

本研究は、まず先行研究、文献レビューなどの定性的な分析を行なってきた。これらの
研究結果に基づき、本研究は客観的な結果を導く汎用性の高い定量的な分析を行う。具体
的に、本研究は実証研究の2つに分けて実施する。 

実証研究Iは中国進出日欧米系銀行の元銀行員を研究対象として、離職した原因を明らか
にする。研究の手順として、第一、予備調査を実施する。この段階では、本研究の構想し
た離職モデルにおける各変数の尺度項目を作成し、アンケート調査表を作る。アンケート
調査により収集されたデータの統計処理を行い、尺度項目を検証する。得られた結果に基
づき、尺度項目とアンケート調査表を修正する。第二、修正したアンケート調査表を用い
て、本格的な調査を実施する。収集されたデータを統計的手法で解析する。 

実証研究IIは中国進出日欧米系銀行における従業員のエンゲージメントの実態を把握す
ることを目的とするため、現役の銀行員が研究対象となる。研究手順は実証研究Iと同じく、
予備調査を先に行い、尺度項目を修正した上で、本格的な調査を実施する。次に、これら
の研究結果に基づき、定量的研究を行う。 

第1章 先行研究 

第1章では、研究課題解明のために、人的資源管理の基礎理論について概観し、エンゲー
ジメントと人材流出に関する先行研究を取り上げた。 

1. 人的資源管理の基礎理論 

人的資源管理とは組織で働く人々の雇用、開発、および福祉を管理する戦略的、統合的
な一貫性のあるアプローチで（Armstrong & Taylor, 2014）、会社の雇用関係の管理に関す
るすべての活動である（Boxall & Purcell, 2003）。Watsonは人的資源管理を「雇用の一部
として、従業員が企業の事業活動を将来にわたって継続させるために、企業への強い忠誠
心を持ちながら、知識や能力を生かして、努力するといった行動の管理に関わるタスクを
実行すること」だと定義している（Watson, 2010）。 

人的資源管理システムには、人的資源管理の目標を達成するために、相互に関連し、一
貫性のある人的資源管理慣行と活動が含まれている。従来の人的資源管理は、お互いに独
立している複数の慣行の集合体として捉えられている。より戦略的な人的資源管理システ
ムアプローチは、人的資源管理を相互に作用する統合的な慣行の“束”（Bundle）であると
みなしている。 

人的資源管理システムにおいて、中心的な役割が人的資源戦略、ポリシー、と慣行を策
定することである。人的資源管理担当者が人的資源管理の理念をもとに、人的資源戦略・
ポリシー・慣行を立てる。そして、組織の内部および外部環境、企業の社会的責任、人的
資本管理がこの策定に影響を与える。人的資源慣行は組織における人的資源の有効活用を
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サポートする基盤とも言える。 

人的資源管理を行うにあたり、人事業務担当者が人的資源管理システムに従い、自組織
の人的資源管理の理念をまとめ、組織内外の状況を考慮に入れ、組織ビジョンに沿った人
的資源戦略と人的資源ポリシーを定め、相応しい人的資源慣行を考案した上で、具体的な
人的資源管理活動（HR Activities）を選択する。本研究は、人的資源管理システムにおい
て、「エンゲージメント」という慣行に焦点を当てる。 

2. エンゲージメントに関する先行研究 

本章では、エンゲージメントの概念、エンゲージメントと人材流出およびリテンション・
マネジメントとの関連、エンゲージメントの推進要素に関する先行研究を概観し、その成
果を整理した。エンゲージメントとは従業員自らの組織への貢献意欲のことで、コミット
メント、組織市民行動（OCB）、モチベーションという3の要素要素から構成されている。
欧米では、エンゲージメントと各構成要素が離職や従業員パフォーマンスとの関連につい
て多くの実証分析が実施されてきた。 

これまで研究結果によれば、エンゲージメントと離職には負の関係があり、エンゲージ
メントの高い従業員はパフォーマンスも高い傾向を示している。３つの構造要素別で見て
みると、コミットメントは定着者と離職者を区別する最も重要な変数で、確実に定着志向
に関連している。効果的なモチベーション向上の施策が従業員の仕事満足度を高め、高い
レベルのパフォマンスと低離職率につながる。OCBと離職には負の関係があり、従業員の
パフォマンスには強い正の関係がある。OCBが高いほど、グループ・パフォーマンスが高
くなる傾向がある。 

現実に、組織が最も引き留めたいと思っている従業員は、往々にして最も離職しやすい
人である。つまりローパフォーマーではなく、ハイパフォーマーである。リテンションマ
ネジメントは、ハイパフォーマーの離職防止を目的とするに限らず、定着する従業員のパ
フォーマンスを向上させることも重要である。これまでの研究結果は、概ねエンゲージメ
ントが企業離職率の改善、従業員・グループのパフォーマンス向上、さらにリテンション・
マネジメントの成功に寄与することを示唆している。 

エンゲージメントの促進要素に焦点を当てた研究の蓄積が見られる。これらの研究を踏
まえて、本章ではパフォーマンス管理におけるパフォーマンス評価制度、報酬管理におけ
る報酬制度、公平なHRポリシーと手順、ジョブデザイン、タレントマネジメントにおける
昇進機会、ラインマネージャーといったエンゲージメントを促進する6つの要素をまとめ
た。本研究は実証分析の段階でこの6つの視点からエンゲージメントモデルを立てる。 

3. 人材流出に関する先行研究 

離職には、解雇や希望退職が含まれる企業主導の非自発的な離職と、従業員の自発的な
離職の２つのパッタンがある。従業員の離職に関する研究は主に後者の自発的な離職に関
わっている。Price（1977）は、非自発的な離職が従業員側の意図による従業員のある組織
から他の組織への移動である。本研究も非自発的な離職を取り扱うことにした。 
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従業員離職研究の淵源は20世紀初頭にまで遡る。経済学者はマクロ経済の観点から、賃
金、トレーニング、労働市場構造、および雇用機会が離職率に与える影響を研究していた。
March＆Simon（1958）は知覚された転職の望ましさと知覚された転職の容易さが従業員
離職の主な要因だと指摘し、最初の離職モデルを提案した。その後、離職研究は20世紀70
年代後半から80年代にかけて、盛んに行われるようになった。本章では既存の代表的な離
職モデルを取り上げた。 

March & Simon（1958）は、組織にとどまるかあるいは離職するかの決定は、組織から
従業員への働く気を起こさせるものと従業員から組織への貢献のバランスにかかってい
ると主張している。 貢献に対するインセンティブのバランスが大きくなると、個々の従業
員が組織を離れる傾向が低下する。その逆の場合は離職を招いていく。 

Price（1975,1977）は、March & Simon離職モデルに基づき、離職因果モデルを提示し
た。この離職因果モデルは、従属変数である離職に対する４つの独立変数と２つの媒介変
数から構成された。４つの独立変数は、それぞれ、賃金、第一次集団、コミュニケーショ
ン、集権性である。Priceによると、４つの独立変数の中、集計性のみが転職にポジティブ
影響を与える。そして、Price（1975, 1977）は、この４つの独立変数と離職の間に、満足
度と機会という２つの媒介変数を取り入れた。2001年PriceとMuellerは外生変数と内生変
数の概念を取り上げ、改良したPrice-Mueller離職因果モデルを提示した。Price-Muellerの
離職因果モデルは、外生変数、内生変数、従属変数、すなわち離職から構成されている。
外生変数は環境変数、個人変数、構想変数である。内生変数は前の媒介変数から発展され
た変数で、仕事満足度、仕事へのコミットメント、探索行動、定着志向から構成されてい
る。本研究は実証分析の段階でPriceとMuellerのモデルをもとに離職モデルを立てる。 

第2章 中国銀行業の発展とリテンション・マネジメント 

第2章では、中国の金融システム改革が金融制度の面でどのように進展しているか、近代
中国銀行業における人的資源管理評価システムは中国の金融システム改革にどのように
影響を受けたか、を明らかにした。 

中国銀行業は、中国の金融システム改革による経営環境の変化に応じて、人材のモチベ
ーションと経営競争力を向上させるため、業績評価制度と賃金制度の側面で工夫してきた
ことが明らかになったという。モノバンク制度から二層銀行制度への転換期で、相互評価
制度が導入された。第二次金融改革の時期に、客観性を保つため、360度評価システムが採
用された。2005年以降、外資系銀行の参入による人材争奪戦への対処として、バランスス
コアカードと業績評価指標が登場した。銀行はバランススコアカードの「財務」、「顧客」、
「社内ビジネスプロセス」、「学習と成長」という4つの視点から業績管理指標を明確する。
各視点のバランスをよく組み合わせることによって、ビジョンや戦略をトップから担当者
に至るまで共有でき、組織と個人の目標を一致させることが可能になった。また、業績評
価指標の導入で目標が数値化され、客観的、定量的に目に見える形となり、評価制度の公
平性と納得性が促進された。一方、賃金制度が統一賃金から自主的な賃金システムに進化
し、業績評価制度と関連されたことによって、銀行員のやる気が引き出される。さらに、
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業績給を年4回支給されることで、フィードバックのタイミングが速くて短期間で達成感
を得られるため、より一層個人の努力が求められるようになった。公平・平等な評価制度
および魅力的な賃金制度は、中国現地銀行で働く従業員を確保していることが明らかにな
った。 

第3章 中国市場における外資系銀行の現況 

第3章では、中国市場における外資系銀行の現況を取り上げ、中国進出外資系銀行の概況
および日欧米系銀行の概況、中国進出欧米系銀行と日系銀行の業務展開と顧客層について
考察を行った。 

1. 中国進出外資系銀行の概況 

2006年、WTO協定にしたがって、中国の金融市場が外資系銀行に開放された。外資系
銀行は中国現地銀行と同様に扱われ、内国民待遇を受けられるようになった。それまで、
25都市に制限された人民元業務も開放され、外資系銀行は全人民元業務を取り扱うことが
可能となった。対象顧客に関する制限も撤廃され、外資系銀行は中国人に対して人民元リ
テール業務もできるようになった。こうした外資系銀行に対する規制撤廃につれて、外資
系銀行は相次いで中国での支店を現地法人化した。 

2007年、現地法人化の先駆者となったのはHSBC（中国）、SCB（中国）、東亜銀行（中
国）、Citi（中国）の４行である。その後、DBS（中国）、ハンセン（中国）、OCBC（中
国）、みずほ（中国）が相次いでに現地法人を設立した。2019年末現在、41行の外資系銀
行が現地法人の形式で中国進出している。香港、マカオ、台湾を含め、外国銀行の支店の
数が115に達している。 

2. 中国進出欧米系銀行と日系銀行の概況 

欧米系銀行の区分サブグループにはイギリス、アメリカ、フランス、オーストラリア、
ドイツ、スイス、カナダの銀行が含まれる。イギリス系銀行はHSBC（中国）、ハンセン
（中国）、SCB（中国）、3行がある。アメリカ系の銀行はCiti（中国）、JPモルガン・チ
ェース銀行（中国）、浦東シリコンバレーバンク（中国）、イーストウエスト銀行（中国）、
モルガン・スタンレー銀行（中国）、5行がある。フランス系の銀行はBNPパリバ銀行（中
国）、クレディ・アグリコル・CIB（中国）、ソシエテ・ジェネラル銀行（中国）という3
行が中国で現地法人化している。他には、オーストラリア系のANZ（中国）、ドイツ系の
ドイツ銀行（中国）、スイス系のUBS銀行（中国）、カナダ系のモントリオール銀行（中
国）も現地法人の形式で中国進出している。一方、中国における日系銀行については、日
本３大メガバンクのMUFG（中国）、SMBC（中国）、およびみずほ（中国）、3行がある。 

3. 中国進出欧米系銀行と日系銀行の業務展開と顧客層 

中国進出欧米系銀行は優れたリテール業の経営ノウハウを生かして、積極的に多国籍リ
テール業務を手掛けている。HSBC、シティバンク、SCB、ハンセン銀行相次いでに銀聯
と戦略的提携を締結し、人民元建てのデビットカードとクレジットカードを発行した。こ
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の戦略提携により、より利便性の高いサービスを現地個人顧客に提供できるようになった。
一方、多国籍サービス業志向を代表するのは３大日系銀行である。３大日系銀行は中国進
出日系企業の金融ニーズに応じてコーポレート・バンキングに特化した業務を展開してい
る。 

中国進出日系銀行が顧客追随型の経営戦略を実現している。３大メガバンクともに主な
支店は先に発展を遂げた東部沿海地域に集中しており、北京·天津·河北、長江デルタ、珠江
デルタの3都市圏を中心として広がっている。欧米系銀行は日系銀行と異なり、顧客追随型
の経営戦略を採用しておらず、顧客の現地化戦略を立ており、新たに現地顧客の獲得を図
る。 

第4章 中国進出外資系銀行の人材流出とリテンション・マネジメント 

第4章では、中国進出外資系銀行の人材流出の概況を把握し、報酬制度および評価制度と
いう２つの制度的側面から中国進出外資系銀行のリテンション・マネジメントについて考
察した。 

1. 中国進出外資系銀行の人材流出の概況 

外資系銀行は長期的に人材流出問題に直面している。本研究では、外資系銀行の対前年
総資産額成長率を取り上げ、外資系銀行の人材流出のピークと一緒に検討したところ、離
職率の高騰（2011年～2012年）、従業員数が現地銀行への流出（2013年～2014年）、離職
率の上昇（2017年～2018年）の年代には外資系銀行総資産額成長率も大幅に下落したこと
が明らかになった。 

2. 中国進出外資系銀行のリテンション・マネジメント 

2010から、外資系銀行の離職率が大福に増加し、人手不足が深刻な問題となっていた。
優秀な現地人材を外部から惹きつけ、すでにいる人材の離職を防止する対策として、外資
系銀行が従業員の報酬を上げることにした。しかし、2013年以降、現地銀行で高額報酬に
よる人材の奪い合いが激しくなってきたことで、最初は魅力的だった外資系銀行の報酬が
だんだん魅力がなくなった。2021年7行の外資系銀行および11行の現地系銀行における新
卒初任給を比較したところ、外資系銀行における初任給最低賃金の中位数は現地系銀行の
約7割と大きく下回っていることが明らかになった。 

パフォーマンスの評価制度について、中国進出欧米系銀行5行と日系銀行2行におけるパ
フォーマンスの評価手法を考察したところ、MBOとBSCに基づいたパフォーマンス評価
設計が一般的であることが明らかになっている。KPIがMBOまたはBSCと組み合わせて使
われている。MBOとBSCの両方には、各部門・個々の従業員の目標と組織全体の目標を統
合する仕組みがあるため、欧米系銀行と日系銀行両方とも目標共有を重視していることが
明らかになった。 

第5章 本研究構想の離職モデル · エンゲージメントモデル及び研究方法 

1. 本研究構想の離職モデル 
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本研究が構築した中国進出外資系銀行向け離職機能分析的モデルはKearney & 
Silverman（1993）の児童不登校研究と前述したPrice-Mueller離職モデルを踏まえたもの
である（図表5.1.1）。 

図表 5.1.1 本研究構想の離職機能分析的モデル 

機能 定義 先行研究 

機会 労働市場における雇用機会 
Price (2001) 
March & Simon 

(1958) 

一般教育 
現職でも他の雇用者でも適用できる知識とスキル

に関する研修 

Price (2001) 
Becker (1964) 
Parson (1972) 

自主権 仕事に対する権限の有無 
Price (2001) 
Hackman & 
Oldham (1980) 

配合の正当性 
報酬と罰が職務遂行にどの程度関連しているか 
この定義は「平等」に焦点を当てている 

Price (2001) 

手続きの正当性 組織における意思決定プロセスの公正さ Leventhal (1980) 

仕事のストレス 

職務を遂行する難しさ 
４つのタイプのストレスが区別される：業務を遂
行する手段の欠如、不明確な役割、役割の衝突、

過負荷な仕事 

Price (2001) 
徐・董 (2014) 

賃金水準 給料、手当て、給与、フリンジ・ベネフィット 
Price (2001) 
March & Simon 

(1958) 

プロモーション
チャンス 

昇進機会 Price (2001) 

仕事のルーチン
化 

仕事の繰り返す程度 
Price (2001) 
Becker (1964) 

仕事の充実感 意味ある、価値ある仕事をしているという実感 
Hackman & 
Oldham (1980) 

能力適性と配属
のミスマッチ 

学んだことが活用できない 川本 (2015) 

ラインマネージ
ャー 

人事管理上の役割 
Armstrong (2014) 
Mladkova (2015) 
Ulrich (1997) 

出所：筆者作成 
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2. 本研究構想のエンゲージメントモデル 

本研究の目的の1つは中国進出外資系銀行における現役の銀行員のエンゲージメントに
影響を与える要因を探ることである。この目的を達成するために、本研究は前述した人的
資源管理システム、エンゲージメントに関する理論、銀行業におけるリテンション・マネ
ジメント、離職モデルなどの理論を考察した。これらの理論を踏まえて、本研究はエンゲ
ージメントの向上に寄与する６つの促進要素を整理した。これらの促進要素を踏まえて、
エンゲージベント・モデルを構築した。図表5‒2は本研究構想のエンゲージメント・モデル
を示している。 

図表 5.2.1 本研究構想のエンゲージメント・モデル 

配合の正当性   

   

手続きの正当性   

   

賃金   

   

自主権  エンゲージメント 

   

仕事の充実感   

   

プロモーションチャンス   

   

ラインマネージャー   
出所：筆者作成 

第6章 質問項目の作成と実証研究 I&II の予備調査 

第6章では先行研究とインタビュー調査の結果を踏まえて、本研究構想の離職モデル（実
証研究I）とエンゲージメントモデル（実証研究II）における各変数の候補尺度を作成した。
離職モデル尺度とエンゲージメントモデル尺度を、それぞれI-T相関分析、クロンバックの
α係数、確認的因子分析にかけ、尺度の信頼性と妥当性を検討した。その結果、離職モデ
ルの尺度項目は24に、エンゲージメントモデルの尺度項目は18に洗練された。24項目から
なる離職要因尺度と18項目からなるエンゲージメントの促進要素尺度は、すべてのI-T相
関係数が有意（p<.01）で、Cronbachのα係数が基準値（α≥.70）（Hair他, 2010）を上回
り、充分な信頼性が確認された。 

確認的因子分析の結果、離職要因を測定する24項目のAVEは.570‒.929で、エンゲージメ
ントの促進要素を測定する18項目のAVEは.621‒.783である。すべての因子において基準
値 で あ る .50 （ Fornell & Larcker, 1981 ） を 満 た し て い る 。 そ れ ぞ れ の CR
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は.725‒.963、.767‒.971の範囲にあり、いずれも基準値である.70（Bagozzi, 1988）を上回
った。AVEとCRの結果が基準値を満たしたことから、尺度の収束妥当性および合成信頼性
が確認された。また、因子間のPearson相関およびAVEの平方根の比較を行なったところ、
すべての因子間でPearson相関よりもAVEの平方根の方が高い値を示し、各尺度が弁別的
妥当性も確認できた。 

さらに、本研究では、モデル適合性検定を行い、24項目からなる離職要因尺度に対して
カイ2乗値、RMSEA 、CFI、NNFI、TLIを算出し、18項目からなるエンゲージメントの促
進要素尺度に対してカイ2乗値、GIF、RMSEA、CFI、NFI、NNFIを算出した。離職要因
尺度の結果はχ²/df=1.076, RMSEA=0.03、CFI=0.987、NNFI=0.981、TLI=0.981となり、
エンゲージメントの促進要素尺度の結果はχ²/df=1.032, 1.648、GFI=0.936, 0.987、
RMSEA=0.017, 0.076、CFI=0.998, 0.996、NFI=0.945, 0.99、NNFI=0.997, 0.988、
TLI=0.997, 0.988となった。すべての指標が基準値を満たしているため、2つの尺度の因子
構造がデータに適合していることが確認された。 

以上の信頼性と妥当性の検証結果から、洗練された24項目からなる離職要因尺度と18項
目からなるエンゲージメントの促進要素尺度は充分な信頼性と妥当性が保たれているこ
とが確認できた。 

第7章 実証研究I&IIの本調査 

1. 実証研究 I の結果 

中国進出外資系銀行の元銀行員が離職する主な要因は5つあることが明らかになった。
平均割合の高い順から、「プロモーションチャンス：項目h1.（88.5％）項目h2.（84.8％）」、
「機会：項目a1.（79.1％）項目a2.（60.7%）」、「仕事のストレス：項目f2.（68.6％）項
目f1.（67.5％）」、「賃金水準：項目g1.（75.9％）項目g2.（57.1%）」、「ラインマネー
ジャー：項目l2.（58.6%）項目l1.（57.1%）」である。「仕事のストレス」（F=12.516, p<0.001）
と「ラインマネージャー」（F=148.998, p<0.001）において、職務グループ間に有意差が
見られた。 

2. 実証研究 II の結果 

職務別で重回帰分析を行ったところ、「エンゲージメント」に影響を与える要素のパタ
ーンは異なることが分かった。フロントオフィスでは、「外的報酬」（β=0.324, p<0.01）、
「配合の正当性」（β=0.348, p<0.001）から「エンゲージメント」に対する標準偏回帰係
数（β）が有意である。ミドルオフィスでは、「外的報酬」（β=0.553, p<0.001）、「配
合の正当性」（β=0.228, p<0.01）、「ラインマネージャー」（β=0.266, p<0.001）から
「エンゲージメント」に対する標準偏回帰係数（β）が有意である。バックオフィスでは
「外的報酬」（β=0.604, p<0.001）、「自主権」（β=0.157, p<0.05）、「ラインマネー
ジャー」（β=0.247, p<0.001）から「エンゲージメント」に対する標準偏回帰係数（β）
が有意である。 
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終章 

終章では本調査の結果を踏まえた考察を通して、結論を導き、残された課題を提示した。 

1. 結論 

中国進出外資系銀行の元銀行員が離職する主な要因において、最も割合の高いのは「プ
ロモーションチャンス」である。フロントオフィスは、ミドルオフィスとバックオフィス
よりもストレスで離職する可能性が高く、ミドルオフィスとバックオフィスはフロントオ
フィスよりもラインマネージャーで離職する可能性が高いことが究明された。中国進出外
資系銀行の現役の銀行員が全体的にやや低いエンゲージメント・レベルにとどまっている
ことが究明された。中国進出外資系銀行における銀行員のエンゲージメントを促進する最
も重要な要素は職務によって異なっているため、エンゲージメントを向上させるためには、
職務に応じた改善策を講じる必要がある。 

重回帰分析の結果に基づき、本研究は構想した中国進出外資系銀行のエンゲージメン
ト・モデルを修正し、以下のパス図で表現した（図表終1）。 

図表 終 1 中国進出外資系銀行の従業員エンゲージメントモデル 

配合の正当性 

 F: .348*** 
M: .228** 

  

 B: .080  F: R2 = .877 
M: R2 = .872 
B: R2 = .903 

     

外的報酬 

 F: .324** 
M: .553*** 
B: .604*** 

 

エンゲージメント 
   
   

    

ラインマネージャー 

   
 F: .078 

M: .226*** 
B: .247*** 

 
 
 

   F: フロントオフィス 
M: ミドルオフィス  

自主権 

   B: バックオフィス 
 F: .104 

M: .030 
B: .157* 

 数値は標準化推定値 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

   
出所：筆者作成 

この図に示すように、中国進出外資系銀行における銀行員のエンゲージメントを促進す
る最も重要な要素は職務によって異なっていることが明らかになった。フロントオフィス
では、最も影響力の大きいのは「外的報酬」で、ミドルオフィスでは、最も影響力の大き
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いのは「外的報酬」で、次に「ラインマネージャー」、「配合の正当性」という順番にな
った。バックオフィスにおいて、影響力の大きさの順番は、「外的報酬」、「ラインマネ
ージャー」、「自主権」である。 

さらに、研究結果から得た「昇進できる職場環境の整備」、「ラインマネージャーに対
する人的資源管理上のトレーニング」、「職務に応じた人的資源管理慣行の再検討」、「報
酬制度の再検討」といった4つの知見をまとめた。 

2. 残された課題 

実証研究Iの結果から、「プロモーションチャンス」は元銀行員の離職する主要要因とな
っていることが明らかになった。だが、実証研究IIの結果によれば、「プロモーションチャ
ンス」の得点がもっとも低いものの、現役銀行員にとってはエンゲージメントの促進要素
ではないことが明らされた。その原因について、おそらく調査を行った時点では、現役の
銀行員が「プロモーションチャンス」より、他の要素をもっと重視しているのではないか
と考えられる。では、一定期間後、現役の銀行員が退職する際、やはりプロモーションチ
ャンスが退職の主な理由となるのか。もしそうであれば、「プロモーションチャンス」を
重視し始めるきっかけは何か。これらの点を究明するために、縦断的研究が必要だと考え
られる。 
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